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 諮問事項 ① 

幼保連携型認定こども園への移行に伴う荒尾めぐみ幼稚園の 

廃止認可について（学校教育法第４条第１項に基づく認可） 

 

１ 施設・設置者の概要 

幼稚園の名称・園長名・所在地・設置認可日・設置者名等は別表のとおり。 

 

２ 廃止時期 

知事認可日（平成２７年１２月予定） 

 

３ 廃止理由 

幼保連携型認定こども園に移行するため。 

 

４ 園児の処置 

在園児は幼保連携型認定こども園の園児となる。 

 

５ 教職員の処置 

幼保連携型認定こども園の教職員となる。 

 

６ 指導要録等の引継 

幼保連携型認定こども園に引き継ぐ。 

 

７ 資産の処置方法 

基本財産（園地、園舎等）、運用財産（預金等）、負債は幼保連携型認定こ

ども園に引き継ぐ。 

 

 

※ 幼稚園と幼保連携型認定こども園の比較（主なもの） 

 幼稚園 幼保連携型認定こども園 

法的性格（法律） 
学校（学校教育法） 学校かつ児童福祉施設（認

定こども園法） 

認可権者 
都道府県 都道府県・指定都市・中核

市 

職員の性格 
幼稚園教諭 保育教諭（幼稚園教諭＋保

育士資格） 

給食の提供 
食事の提供義務なし ２・３号子どもに対する食

事の提供義務 

開園日、保育時間 
３９週以上（春夏冬休みあ

り）、４時間が標準 

約３００日（土曜日開園が

原則）、１１時間以上の開所 

 



名　称

園長名

所在地

設　置
認可日

法人名

理事長名

１号

３歳～５歳
（学校教育を希
望する園児）

２号

３歳～５歳
（保育の必要
な園児）

３号

０歳～２歳
（保育の必要
な園児）

合　計

現在の認可定員

７５

８５

幼保連携型認定こども園への移行に伴う荒尾めぐみ幼稚園の廃止認可について
（学校教育法第４条第１項に基づく認可）

荒尾めぐみ幼稚園

星　のぞみ

荒尾市増永６４７－２

施　設

昭和57年7月16日

施設の名称（予定）

学校法人　熊本キリスト教学園

星　健治

荒尾めぐみ幼稚園

１２０

３０

１５

設置者

幼保連携型
認定こども園
の利用定員
（H28.1.1）

諮問事項 ① 



 

教育基本法上の「法律に定める学校」（第６条） 
 

①「公の性質」を有し、 
②教育を受ける者の心身の発達に応じた「体系的・組織的な教育」を行う。 
 
◎教育基本法－抄－ 
  （学校教育） 
  第６条 法律に定める学校は、公の性質を有するものであって、国、地方公共団体 
   及び法律に定める法人のみが、これを設置することができる。 
  ２  前項の学校においては、教育の目標が達成されるよう、教育を受ける者の心身     
   の発達に応じて、 体系的な教育が組織的に行われなければならない。（以下略） 

（参考）新たな幼保連携型認定こども園の「学校」としての位置付け 

認定こども園法に定めるもの 
 

幼保連携型認定こども園 
 
 
 

 
学校教育・保育を提供 

 

学校教育法に定めるもの 
 

 幼稚園       中等教育学校 
 小学校       特別支援学校 
 中学校       大学 
 高等学校      高等専門学校 
  

 学校教育を提供 

学校 学校・児童福祉施設 
両方の性格 
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熊本マリスト学園中学校の収容定員に係る学則変更認可について 

（学校教育法第４条第１項に基づく認可） 

学 校 名 熊本マリスト学園中学校 校 長 名 岩永 利晴 

所 在 地 
熊本市東区健軍２丁目 

１１番５４号 
設置認可日 昭和 37 年 11 月 15 日 

設置者名 学校法人熊本マリスト学園 理 事 長 名 源島 真一郎 

変更時期 平成２８年４月１日 

変更内容 学則定員の変更（１２０人減） 

変更理由 
尐子化に伴う入学者の減尐が予想され、現状に沿った適正な規模に

縮小させるため。 

収容定員 

学級 定員(人） 学級 定員（人） 学級 定員（人） 学級 定員（人）

9 360 6 240 6 240 6 240

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

 

※実員数に基づき、現状２学級編成のため、学年進行による経過措置 

の必要なし。 

教 職 員 

組 織 

単位：人   

専任 兼任 専任 兼任 専任 兼任 専任 兼任

校長 1 1 1 1

副校長 1 1 1 1

教頭 1 1 1 1

教諭 8 3 8 3 8 3 8 3

講師 5 9 5 9 5 9 5 9

非常勤講師

養護教諭 1 1 1 1

事務職員 2 2 2 2 2 2 2 2

学校医 3 3 3 3

その他

合計 15 21 15 21 15 21 15 21

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

 

定員は減尐するが、学級数は現状と変わらないため、教職員組織に変更はなく、

設置基準を満たしている。 

諮問事項 ② 



施設設備

等 
校舎８，９５７㎡ （設置基準 校舎３，６００㎡以上） 

資金計画 総定員の増はなく、既存の施設を利用するため追加経費なし。 

生徒定員

と実員の

推 移 

                             単位：人 

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

定員 360 360 360 360 360

実員 190 175 179 168 172
 

各年度５月１日現在 

設 置 基

準 適 合

状 況 

 

設置基準を満たしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熊本マリスト学園中学校

高等学校 

文 



【中学校設置基準適合状況】 

 内容 熊本マリスト学園中学校 適

否 

第 4 条 同時に授業を行う生徒数 40 人以下 40 人 適 

第 6 条 教諭数 

［ 1 学級あたり 1人以上 ］ 

 

1×2 学級×3学年＝6人 

H27

年度

H28

年度

H29

年度

H30

年度

13 13 13 13

教諭 8 8 8 8

講師 5 5 5 5

12 12 12 12

教諭 3 3 3 3

講師 9 9 9 9

25 25 25 25合計(人）

専任

兼任

 

適 

第 7 条 中学校の施設及び設備は、指導上、保

健衛生上、安全上及び管理上適切なも

のでなければならない。 

適切 適 

第 8 条 校舎面積 

［600＋6×（生徒数－40）］ 

600 ㎡＋6×（240－40）＝1,800 ㎡ 

運動場面積     3,600 ㎡ 

校舎及び運動場は、同一の敷地内又は

隣接する位置に設けるものとする。 

 

 

 

 

 

校舎 8,957 ㎡ 

 

運動場 16,344 ㎡ 

 

※いずれも高校と共用 

適 

第 9 条 校舎には、尐なくとも次に掲げる施設

を備えるものとする。 

  

第 1 項 一 教室（普通教室、特別教室等） 

二 図書室、保健室 

三 職員室 

有 適 

第 10 条 体育館を備えるものとする。 有  ※高校と共用 適 

第 11 条 学級数及び生徒数に応じ、指導上、保

健衛生上及び安全上必要な種類及び

数の校具及び教具を備えなければな

らない。 

有 適 

【参考】高等学校設置基準 

（高校定員：675 名） 

校舎面積：3,360＋4×（675-480）=4,140 ㎡ 

運動場：8,400 ㎡ 
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専修大学玉名高等学校の収容定員に係る学則変更認可について 

（学校教育法第４条第１項に基づく認可） 

学 校 名 専修大学玉名高等学校 校 長 名 松野 孝則 

所 在 地 玉名市岱明町野口１０４６ 設置認可日 昭和 40 年 11 月 13 日 

設置者名 学校法人玉名学園 理 事 長 名 上野 伸朗 

変更時期 平成２８年４月１日 

変更内容 学則定員の変更（普通科３０人減、総合ビジネス科９０人減） 

変更理由 入学者の減尐に伴い、現状に沿った適正な規模に縮小させるため。 

収容定員 

学級 定員（人） 学級 定員（人） 学級 定員（人） 学級 定員（人）

普通科 12 360 12 350 12 340 12 330

総合ビジネス科 6 270 6 240 6 210 6 180

情報メディア科 3 120 3 120 3 120 3 120

合計 21 750 21 710 21 670 21 630

学科

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

 

※学年進行による経過措置あり。 

教 職 員 

組 織 

単位：人    

専任 兼任 専任 兼任 専任 兼任 専任 兼任

校長 1 1 1 1

副校長

教頭 1 1 1 1

教諭 27 26 24 24

講師 8 3 8 3 9 2 9 2

養護教諭 1 1 1 1

事務職員 7 7 7 6

学校医 2 2 2 2

その他 2 2 2 2

合計 45 7 44 7 43 6 42 6

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

 

定員は減尐するが、学級数は変更しないため、教職員組織に大きな変更はなく、

設置基準を満たしている。 

 

諮問事項 ③ 




